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分科会・ＷＧの役割と当面の進め方（案） 


 


【分科会・ＷＧの役割】 


 


○ 分科会 


・ 分科会の調査審議方針等、全般の運営に関する事項の審議 


・ 分科会で取り扱う検討項目についての調査審議、調整 


 


○ ＷＧ 


・ 特定分野に係る検討項目の決定 


・ 当該項目の調査審議・調整 


 


【進め方】 


 


10～11 月 


 


○ 分科会の開催 


・ 調査審議方針決定  


・ 検討の視点の調査審議、その他分野の取り扱い 等 


 


○ ３ＷＧの立ち上げ 


・ 検討の視点、検討項目の調査審議 


 


11～12 月 


 


○ 各ＷＧ等の開催 


・検討項目の決定 


・関係者ヒアリング、論点の整理等 


 


12～１月 


 


○ 各ＷＧ等結論とりまとめ・分科会への報告 


○ 既定規制・制度改革事項のフォローアップ 


 


２～３月 


 


○ 各省調整 《政務３役間調整》 


○ 既定規制・制度改革事項のフォローアップ 


 


３月 


 


○ 行政刷新会議への報告・閣議決定 
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第２クール 検討項目の抽出母体（案） 


 


○ 分科会・ＷＧ委員の提案 


○ 政務提案 


○ 事務局提案 


 


○ 規制・制度改革に関する分科会（第１クール）で中期的検討項目


とされた項目【参考資料７－１】 


○ 規制改革１００の参考資料【参考資料７－２】 


○ 与野党提案 


 


○ 制定又は最終改正から 20 年以上経過した規制 


 


○ 「国民の声」規制・制度集中受付  


○ 「国民の声」アイディアボックス 


 


○ 規制改革推進３ヵ年計画フォローアップ 
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分科会第２クール検討の視点（各ＷＧ、各分野共通）（案） 


 


 


＜検討の目的＞ 


○中期的･長期的視点での需要創出、供給力強化 


･需要創出 


 財政･金融政策による短期的な需要下支えや新規需要創出と並んで、中期的


な視点から、潜在的需要の顕在化の支障となっている規制･制度を見直し、新た


な雇用の創出を目指す。また、大胆な改革に乗り出す姿勢を示すことにより、


停滞状態からの変化に関する国民の間での期待の形成に資する。 


 


･供給力強化 


  中長期的な視点から、少子高齢化社会の中で供給力が成長制約とならないよ


う、新規参入や競争を促進する規制･制度改革により生産性向上を目指す。 


 


＜検討に当たって重視すべき点＞ 


○消費者、利用者、一般国民の便益の向上 


 サプライサイドなど多様な利害関係者（ステークホルダー）の意見を聴きつ


つ、基本的には消費者、利用者、一般国民の便益向上を図ることを第一とする。


その際、消費者、利用者、一般国民の間でも異なる立場の意見があり得ること


に留意する。 


 


＜検討に当たっての留意点＞ 


○現場重視、ニーズ重視 


 現場の視点で問題点を抽出する。改革案の検討に当たっても、「実効性がある」、


「現場でワークする」ものとなるよう、現場の意見、ニーズを重視する。 


 


○多角的意見を踏まえた議論 


  規制を見直すことで新たに生じ得る、例えば消費者等の安全性確保や労働者


の良好な労働環境の確保などへの懸念も考慮し、適切に判断する。 


 


○オープンな議論 


 政策の決定過程を国民に開かれた形とする。その際、率直な意見交換が行わ


れるような環境に配慮しつつ、分科会、ＷＧ、ヒアリングその他の場に関して、


それぞれ適切な情報公開の手法をとることとする。 
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グリーンイノベーションＷＧ 検討の視点（案） 


 


グリーンイノベーション分野の規制・制度改革の検討にあたり、


当ワーキンググループでは、地球環境問題への対応を図るとともに、


環境関連市場の発展と産業競争力の強化および新規需要・雇用の創


出を促進する観点から、以下の検討の視点をもって個別の規制・制


度のあり方を検証・検討する。 


 


○再生可能エネルギーの導入促進 


(例)森林や農地における開発許可要件の見直し 


(例)下水熱・河川熱等未利用エネルギーの活用ルールの整備       


など 


 


○スマート・コミュニティの構築に向けた対応 


(例)エコカー普及にかかる制度整備（急速充電器の設置促進） 


 (例)電力融通にかかる規制見直し など 


 


○リサイクルの促進 


(例)動脈物流を活用した食品リサイクルの促進 


(例)一般廃棄物と産業廃棄物の区分の見直し など 


 


○ 水の有効利用の促進 


(例)水利権にかかる取り扱いの見直し など 


 


 


 


注：上記、（例）は検討の視点を議論するにあたっての例示であり、


ＷＧにおける重点検討項目を示すものではない。 
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第 4回 規制・制度改革に関する分科会


議事次第 (案 )


1.開会


2.平野分科会長 (副大臣)、 園田分科会長代理 (大臣政務官 )、


岡分科会長代理 挨拶


3.委員紹介


4.分科会・WGの 役割と今後の進め方について


5,分科会・WGの 検討の視点について


6。 自由討議


7.閉会


(資料)


資料1    規制口制度改革に関する分科会・WG構成員名簿 (平成22年 10月 20


日第 12回行政刷新会議資料)


資料2    規制口制度改革に関する分科会の設置について (平成 22年 3月 ‖ 日


第6回行政刷新会議資料)


資料3    「規制・制度改革に関する分科会」の今後の進め方 (平成 22年 9月


30日 第 11回行政刷新会議資料)


資料4    規制・制度改革に関する分科会 (第 2クール)の進め方 (案 )


資料5    分科会 口WGの役割と当面の進め方 (案 )


資料6-1  分科会第2ク ール検討の視点 (各WG、 各分野共通)(案 )


資料6-2  グリーンイノベーションWG 検討の視点 (案 )


資料6-3  ライフイノベーションWG 検討の視点 (案 )


資料6-4  農林・地域活性化WG 検討の視点 (案 )


資料6-5  アジア経済戦略、金融等の分野の取組について (案 )


資料7    第2クール検討項目の抽出母体 (案 )


参考資料7-1 分科会・WGで掲げられた中期的検討項目 (平成 22年 6月 7日


第3回規制 口制度改革に関する分科会資料)


参考資料7-2 「新成長戦略実現に向けた3段構えの経済対策」(平成 22年 9月


10日 閣議決定)中の「日本を元気にする規制改革 100」 参考資料
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ライフイノベーションＷＧ 検討の視点（案） 


 


ライフイノベーション分野の規制・制度改革の検討にあたり、当ワ


ーキンググループでは、安全・安心と国民の利便性の向上、その結果


としての我が国経済の成長を両立させる観点から、今後の医療・介


護・保育のあり方として、以下の方向性を目指すべきと考える。個別


の規制・制度のあり方に関しては、こうした大きな方向性の下に判断


されるべきである。 


 


○ 大胆なパラダイムシフトを促すべき 


 供給者目線から消費者目線へ ～患者・利用者の選択確保～ 


(例) 一般用医薬品販売の規制緩和 


(例) 介護総量規制の緩和 


(例) 特養への民間参入促進（施設等サービス類型の再定義） 


(例）子ども子育てサービスへの多様な事業主体の参入促進 


 中央集権から地域主権へ ～地域の事情に合致した制度の推進～ 


(例) 地域医療計画のあり方の検討 


(例) 医療機関の事業継承、再編の円滑化 


(例) 有料老人ホーム等の短期利用の解禁 


 事前規制から事後チェック行政へ 


(例) 医療の実用化促進のための医療機関の選定制度等整備 


(例) 介護サービスにおける人員・設備基準の見直し 


○ 開かれた医療を実現すべき 


 透明性の高い医療・介護へ 


(例) 情報公表制度等の見直し 


(例) 保険者の機能強化 
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 グローバリゼーションの促進 


(例) 外国人患者及び医療従事者に係る制度整備 


(例) 医薬品、医療機器等開発・審査における国際標準化 


 個別化医療の推進 


(例) 感染症・急性期を前提とした医療からの転換 


○ 産業としての競争力を強化し、付加価値を向上すべき 


 イノベーションによる国際競争力の強化 


(例) 臨床研究・治験に関連する環境整備と審査の迅速化 


 事業者の創意工夫によるサービス提供 


(例) 医療機関及び医薬品・医療機器に係る広告規制の緩和 


(例) 混合介護の推進 


(例) 駅周辺施設における建築基準の緩和 


 協働・連携・自律による医療・介護の推進 


(例) 専門職の業務拡大とチーム医療の推進 


 


 


注：上記、（例）は検討の視点を議論するにあたっての例示であり、Ｗ


Ｇにおける重点検討項目を示すものではない。 








規制・制度改革に関する分科会 構成員 


 


分科会長       平  野   達  男     内閣府副大臣（規制改革担当）                       


分科会長代理 園  田  康  博     内閣府大臣政務官（規制改革担当）                   


分科会長代理   岡       素  之     住友商事株式会社代表取締役会長                     


  安  念  潤  司     中央大学法科大学院教授                             


大  上  二三雄     エム・アイ・コンサルティンググループ株式会社 


 代表取締役 


大  室  康  一     三井不動産株式会社代表取締役副社長 


翁      百  合     株式会社日本総合研究所理事 


黒  岩  祐  治     ジャーナリスト・国際医療福祉大学大学院教授 


中  条      潮     慶應義塾大学商学部教授 


土  屋  了  介     財団法人癌研究会顧問 


新  浪   剛  史     株式会社ローソン代表取締役社長ＣＥＯ 


星  野  佳  路     株式会社星野リゾート代表取締役社長  


  若田部  昌  澄     早稲田大学政治経済学術院教授   


渡  邊  佳  英     日本商工会議所特別顧問 


東京商工会議所副会頭 


大崎電気工業株式会社会長 
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グリーンイノベーションＷＧ 構成員 


 


主 査    園  田   康  博     内閣府大臣政務官  


主 査   安  念  潤  司     中央大学法科大学院教授 


石  川   和  男     霞が関政策研究所代表 


伊  東  千  秋     富士通株式会社特命顧問 


伊  藤  敏  憲     ＵＢＳ証券シニアアナリストマネージングディレクター 


大  上  二三雄     エム・アイ・コンサルティンググループ株式会社 


 代表取締役 


小  川  芳  樹     東洋大学経済学部長 総合政策学科教授 


佐  藤      泉    弁護士  


澤      昭  裕 21 世紀政策研究所研究主幹 


杉  山  涼  子    富士常葉大学社会環境学部教授 


角  南      篤 政策研究大学院大学准教授 


福  島   秀  男   太平洋セメント株式会社取締役専務執行役員 


松  村  敏  弘 東京大学社会科学研究所教授 


 







ライフイノベーションＷＧ 構成員 


 


主 査    園  田   康  博   内閣府大臣政務官 


主 査    土  屋  了  介   財団法人癌研究会顧問 


阿曽沼   元  博   順天堂大学客員教授    


医療法人社団滉志会副理事長 


大  西   昭  郎   日本メドトロニック株式会社取締役副社長 


岡  野  光  夫   東京女子医科大学先端生命医科学研究所所長・教授 


翁      百  合   株式会社日本総合研究所理事 


川  渕   孝  一   東京医科歯科大学大学院医療経済学分野教授 


神  野  正  博   社会医療法人財団董仙会理事長 


久  住  英  二  ナビタスクリニック立川院長 


黒  岩  祐  治  ジャーナリスト・国際医療福祉大学大学院教授 


竹  中   ナ  ミ   社会福祉法人プロップ・ステーション理事長 


中  村  寿美子  株式会社ニューライフフロンティア取締役 


介護情報館／有料老人ホーム・シニア住宅情報館館長 


馬  袋  秀  男  株式会社ジャパンケアサービスグループ代表取締役社長


兼ＣＯＯ 


         「民間事業者の質を高める」全国介護事業者協議会理事長 


藤  井  賢一郎  日本社会事業大学専門職大学院准教授 


真  野  俊  樹   多摩大学統合リスクマネジメント研究所 


医療リスクマネジメントセンター教授 


三  谷  宏  幸   ノバルティスファーマ株式会社代表取締役社長 


山  西  弘  一   独立行政法人医薬基盤研究所理事長 







農林・地域活性化ＷＧ 構成員 


 


主 査  園  田  康  博 内閣府大臣政務官 


主  査    吉  田       誠    三菱商事株式会社生活産業グループ次世代事業開発 


ユニット農業・地域対応チームシニアアドバイザー 


青  山   浩  子    農業ジャーナリスト 


石  森   秀  三  北海道大学観光学高等研究センター長        


北海道大学大学院教授 


大  社      充  特定非営利活動法人グローバルキャンパス理事長 


斉之平   伸  一  三州製菓株式会社代表取締役社長 


澤  浦   彰  治    株式会社野菜くらぶ代表取締役社長 


グリンリーフ株式会社代表取締役社長 


白  倉   政  司  山梨県北杜市長 


野  髙   貴  雄    茨城県稲敷郡河内町長 


茨城県町村会長 


いばらき農業改革支援会議委員 


株式会社ふるさとかわち代表取締役社長 


速  水      亨  速水林業代表 


星  野   佳  路    株式会社星野リゾート代表取締役社長 


穂  積   亮  次  愛知県新城市長 


本  間  正  義  東京大学大学院農学生命科学研究科教授 


渡  邊  佳  英    日本商工会議所特別顧問 


東京商工会議所副会頭 


大崎電気工業株式会社会長 








農林・地域活性化ＷＧ 検討の視点（案） 


 


農林業・地域分野の規制・制度改革の検討にあたり、当ワーキング


グループでは、地域経済社会及び国民の安全・安心を支える農林業の


成長産業化並びに地域資源を活用した観光振興等による地域活性化に


向け、国民的視座から以下の検討の視点をもって個別の規制・制度の


あり方を検証・検討する。 


 


○農林業の持続可能なビジネス化、成長産業化に向けての制度の整


備 


（例）認定農業者制度の見直し 


（例）酪農の競争力強化のための見直し 


（例）施業集約に資する仕組みの検討 


（例）国有林野事業の民間委託の強化 


 


○ 優良農地の確保と有効利用等の国土資源の合理的利用の促進 


（例）農地流動化の促進 


 


○ 農林業支援組織等の見直し 


（例）中小企業信用保険対象への農林漁業の追加 


 


○地域資源の掘起こしと一層の活用促進 


（例）自然公園や文化財建造物等に係る規制等の見直し 


（例）茅葺き屋根に関する建築基準法の緩和 


  （例）産業遺産の世界遺産登録に向けた文化財保護法中心主義


の廃止 


 


○地域の自律的発展を促す制度的枠組みの見直し 


（例）着地型観光に即した各種業規制の見直し 


（例）商店街振興に係る規制の見直し 


（例）中小企業の資金調達の多様化に資する方策の検討 


      


○訪日外国人誘致に資する観光基盤の整備 


  （例) 中国人訪日査証の要件緩和・見直し 


  （例）輸出物品販売場制度における免税販売手続の見直し 


 


 


注：上記、（例）は検討の視点を議論するにあたっての例示であり、


ＷＧにおける重点検討項目を示すものではない。 


資料６－４








規制・制度改革に関する分科会の設置について 


 


平成 22年３月 11日 


行 政 刷 新 会 議 


 


１．「行政刷新会議の設置について」（平成 21年９月 18日閣議決定）５に基づき、


規制・制度改革に関する調査を行うため、規制・制度改革に関する分科会（以


下、「分科会」という。）を設置する。 


 


２．分科会の構成員は、以下のとおりとする。 


 


  分 科 会 長  内閣府副大臣（規制改革担当） 


  分科会長代理  内閣府大臣政務官（規制改革担当）及び議長が指名する者 


  構 成 員  議長が指名する者 


 


 


３．必要に応じ、特定の分野に関し調査するため、分科会にワーキンググルー    


プを設置する。 


 


４．各ワーキンググループの構成員は、以下のとおりとする。 


 


主 査  内閣府大臣政務官（規制改革担当）及び議長が指名する者 


構成員   議長が指名する者 


 


５．分科会及びワーキンググループにおいて配布された資料は、原則として、 


公表する。 


 


６．分科会及びワーキンググループの議事概要を公表する。 


   


７．前各項に定めるもののほか、分科会及びワーキンググループの運営に関す  


る事項その他必要なことは、分科会長が定める。 


 


 


資料２ 








アジア経済戦略、金融等の分野の取組について（案） 


 


１．人材  


～外国人の発想・能力・経験の活用によるイノベーションの惹起～ 


（例）高度外国人材の受入れに向けた環境整備 


（例）外国人留学生の就職支援のための規制緩和 


 


２．物流・運輸  


～貿易関連手続の一層の円滑化による我が国産業の国際競争力強化～ 


（例）リターナブルパレットの関税免除手続の改善 


～交通インフラの運用体制の改革によるヒト・モノの流れの円滑化～ 


（例）小型航空機（ビジネスジェット等）の利用促進に資する規制緩和 


 


３．金融  


～我が国企業・産業の成長を支えつつ自らも成長する金融の推進～ 


（例）社債市場の活性化及び国際化の推進 


（例）インサイダー取引規制の見直し 


 


４．ＩＴ 


  ～ＩＴ利活用等の推進による新しいサービスと豊かな暮らしの実現～ 


 （例）医療・教育分野などにおけるＩＴの利活用推進 


 （例）次世代携帯電話や光ファイバ等ブロードバンドインフラの整備 


 


５．住宅・土地 


～経済活動・生活基盤である都市・住宅の円滑な整備・再生の推進～ 


   （例）老朽化した建物の円滑な建替え・改修 


   （例）容積率の緩和 


 


注：上記、（例）は検討の視点を議論するにあたっての例示であり、ＷＧに


おける重点検討項目を示すものではない。 


資料６－５








 


「規制・制度改革に関する分科会」の今後の進め方 


 


○  「新成長戦略」（平成 22 年６月 18 日閣議決定）や「新


成長戦略実現に向けた３段構えの経済対策」（平成 22 年


９月 10 日閣議決定）中の「日本を元気にする規制改革


100」に盛り込まれた事項を含む規制・制度改革全般につ


いて、「規制・制度改革に関する分科会」（以下、「分科会」


という）で更に検討を進める。 


 


○  検討に当たっては、時代や環境の変化への対応、政策


目的に合致した政策手段の選択などの観点を重視する。 


 


○  本年度後半においては分科会の下に下記①～③のワー


キンググループを置き、具体的な審議を行うとともに、


これら以外のアジア経済戦略、金融等の分野についても、


分科会の下で機動的に検討を行うこととする。 


 


①医療・介護分野（ライフイノベーション） 


 


②環境・エネルギー分野（グリーンイノベーション） 


 


③農林・地域活性化分野 


 
○ ９月10日から10月 14日にかけて集中受付を実施して


いる「国民の声」で寄せられた提案についても、重要な


ものを分科会で取り上げ、検討する。 


 
○ 平成 22 年度末を目途に対処方針を取りまとめる。 


資料３ 


(第 11 回行政刷新会議(平成 22 年 9 月 30 日)) 








分科会・ＷＧで掲げられた中期的検討項目 


 


 


 


１．グリーンイノベーションＷＧ 


・ 再生可能エネルギーの導入促進に向けた規制の見直し（風力発電、地


熱発電等の設置プロセスの改善） 


・ 再生可能エネルギーの導入促進に向けた規制の見直し（風力発電設置


に関する合理的な環境アセスの実施） 


・ 再生可能エネルギーの導入促進に向けた規制の見直し（風力発電等再


生可能エネルギーの系統の優先的利用（優先的接続、優先的給電）の原


則の確立） 


・ 自動車の燃費規制を CO2 規制に変更し、2020 年に欧州を越える水準を


目指す方向を検討する（新燃費基準を国交省と経産省で検討中のため、


そこに反映させる） 


・ 食品リサイクル法、廃掃法に係る規制緩和 


・ 一般廃棄物の処理料金について 


 


 


 


２．ライフイノベーションＷＧ 


 


・ 地域医療計画、病床規制のあり方 


・ 医薬品広告規制の緩和 


・ 救急救命士の職域拡大 


・ 医療関連資格（歯科医師を含む）から医師への教育課程を創設 


・ 核医学検査分野に関するＤＰＣ分類の精緻化 


・ 民間医療保険の役割 


・ 科学研究費の使用目的に関して 


・ 事業報告の基準の統一化、簡素化 


 


 


 


 


 


参考資料７－１ 


（第 3回規制･制度改革に関する分科会資料（平成 22 年 6 月 7日））







３．農業ＷＧ 


 


・ 農業振興地域の整備に関する法律（農振法）を強化して、ヨーロッパ


型のゾーニング制度を導入するとともに、農地法による規制はすべて廃


止する。 


・ 農地法の土地利用計画の厳格化と新たなゾーニング 


・ 土地利用に関する措置の強化＜耕作放棄への措置の強化＞ 


・ 農地の村外（県外・国外）所有者の管理利用責任の義務化 


・ 農地信託事業の対象者の規制緩和 


・ 農業委員会の廃止＜許可権限を国・地方自治体へ委譲＞ 


・ 転用権限についての国への権限委譲 


・ 農協からの信用・共済事業の分離 


・ 農協の一人一票制を見直し、出資額に応じた議決権とする 


・ 准組合員の廃止 


・ 農協による株式会社等の子会社設立や株式会社等への出資額の制限 


・ 農薬取締法の農薬登録の項目から効果テスト、薬害テストを義務項目


から外す 


・ 集落・町内会の行政法人化による地域運営の透明化 


・ 米の先物市場の創設 


・ 国家貿易企業の廃止＜米・麦の農林水産省、乳製品・生糸の農畜産振


興事業団による国家貿易の廃止＞ 


・ あらたな農業地域金融への規制緩和 


・ 中小企業信用保険制度に農業、林業、漁業を追加 


・ 農業補助金需給要件のいわゆる「３戸要件」を廃止して、一定規模以


上等の要件に代替する 


・ 漁業関連法制度の抜本的な見直し 


・ 資源管理制度の見直し 


・ 漁業権の開放 


・ 漁業協同組合経営の透明化・健全化の実現 


・ 養殖制度の見直し 


      








規制・制度改革に関する分科会（第２クール）の進め方（案） 


 


○ 本年度後半においては分科会の下に下記①～③のワーキンググループ（Ｗ


Ｇ）を置き、具体的な審議を行うとともに、これら以外のアジア経済戦略、


金融等の分野についても、分科会の下で機動的に検討を行うこととする。 


①医療・介護分野（ライフイノベーション） 


②環境・エネルギー分野（グリーンイノベーション） 


③農林・地域活性化分野 


 


○ 各ＷＧの主査は、政務官、及び議長（総理）が指名する者（民間主査）の


共同主査とする。 


 


○ ＷＧでは、必要に応じ、当該ＷＧの一部のメンバーからなる個別分野打合


せを行い、当該ＷＧでの調査審議に備えることとする。 


 


（個別分野の例） 


ライフＷＧ：薬事・テクノロジー、介護、保育 


農林・地域ＷＧ：農林業、地域活性化 


 


○ 分科会メンバーは各ＷＧ、及び各ＷＧの個別分野打合せに参加できるもの


とする。 


 


○ アジア経済戦略、金融等のその他分野については、副大臣及び政務官の指


示の下、分科会メンバー又はＷＧメンバーの中から一部の方の参画を得て、


機動的に調査審議を行うものとする。 


 


 


資料４ 








番号 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事項名　


＜都市再生･住宅＞


1 老朽化した建物の円滑な建替え・改修を可能にするための環境の整備


2 借地借家法の正当事由の見直し（マンション建替え円滑化法における権利変換計画の都道府県知事認可に基づく適用除外）


3 事業用定期借家の手続簡素化


＜医療･介護＞


4 介護総量規制の緩和


5 特定施設短期入居者生活介護の短期利用の解禁


6 見守りサービス（地域での老人等支援サービス）の在り方


＜観光振興をはじめとした地域活性化＞


7 地域の人的リソースを有効活用するための非定型的変形労働時間制の運用


8 地方への国際会議誘致や各種展示会開催における展示運営基準の弾力化①（放水銃の配置）


9 地方への国際会議誘致や各種展示会開催における展示運営基準の弾力化②（手洗い設備の設置）


10 地方空港・港湾の国際化のためのCIQ職員の連携の強化


11 民間事業者によるカジノ運営の解禁


12 中小企業信用保険において活用されている民間データベースの農林水産分野における活用の促進


13 食品衛生法に基づく営業許可を受ける場合の施設兼用基準を明確化


14 産業遺産の世界遺産登録に係る運用の見直し


15 個人・中小企業等地域経済主体への円滑な資金供給の促進


16 一般貨物自動車運送事業許可に係る最低車両台数の在り方の検討


＜国を開く経済戦略＞


17 輸出入通関申告の電子化の推進


18 外国銀行代理業務における海外提携銀行の業務の媒介に係る規制の緩和


19 輸出物品販売場制度における免税販売手続の改善


20 45フィートコンテナの通行手続の円滑な運用


21 羽田空港国際線の就航先制限の撤廃


＜保育その他＞


22 航空機内における携帯電話の使用に係る規制の見直し


23 保険業等のベンチャー投資期間の延長


24 民間事業者による行政が有する国民の情報の利用・活用


　　参考資料
 
　　　　　経済対策の取りまとめに当たって検討し、今後行政刷新会議規制･制度改革に関する分科会において引き続き検討する事項


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内閣府作成


　　　（注）本参考資料は、「新成長戦略実現に向けた３段構えの経済対策」を閣議決定する際にも閣議決定の対象となるものではない。
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